






－効果的な就労支援に必要な知識・スキル等の言語化・体系化と人材育成の組織的取組の内容－

調査研究報告書 №180

就労支援実務者の専門性と支援力に資する
知識・スキル等に関する研究

大竹 祐貴、藤本 優、唐沢 武（障害者職業総合センター）、竹内 大祐（元障害者職業総合センター）

●研究の目的
地域の障害者就労支援の成果には、幅広い知識・スキル等の習得や組織の人材育成の取組が関連しており、それらは

従来、必ずしも雇用と福祉にわたる関係者の共通認識として言語化・体系化されてきませんでした。

本調査研究では、研修等の効果的な内容の検討に資することや、就労支援実務者と人材育成担当者が共通認識をもっ

て専門性の向上に取り組むことができるよう、就労支援機関における多様な就労支援実務者が効果的な支援を実施する

ために必要な知識・スキル等の内容（これらの充足の取組も含む）を明らかにすることを目的としました。

●活用のポイントと知見
○  本報告書では、効果的な就労支援に必要な知識・スキル等の具体的内容について16領域、65項目に言語化・体系

化しました（図１）。

○  言語化・体系化された知識・スキル等について、人材育成における現実的な優先度の認識にばらつきがあることを踏

まえながら専門性や支援力の向上を図るという観点から４領域に分類しました。また、それぞれの知識・スキル等の

習得にあたり優先的とされていた方法についても明らかにしました。さらに、人材育成の組織的取組を効果的に実施

するための創意工夫について明らかにしました（図２）。

○  調査結果については、障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業所、就労定着支援事業所を中心に、幅広い

就労支援機関等で実施する人材育成（研修の内容、OJTで取り組む内容、地域のネットワーク会議での情報交換のテー

マ等の検討）においてご活用いただけます。

図１　効果的な就労支援を行うために必要な
　 知識・スキル等の内容（一部抜粋）
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図２　本調査研究の成果の普及・活用に関する全体像



－長期縦断調査が捉えた障害者の就業・生活実態－

調査研究報告書 №181

障害のある労働者の職業サイクルに関する調査研究（第８期 調査最終期）
－第８回職業生活前期調査（令和４年度）・第８回職業生活後期調査（令和５年度）－

稲田 祐子、武澤 友広、堀 宏隆、田川 史朗、山中 美穂子（障害者職業総合センター）、野口 洋平（元障害者職業総合センター）

●研究の目的
本調査研究は、多様な障害者を対象とした16年間（2008年度から2023年度まで）の長期縦断調査（パネル調査）

により、職業サイクルの全過程にわたる状況を把握し、企業における雇用管理の改善や障害者の円滑な就業の実現に関

する今後の施策展開のための基礎資料を得ることを目的としています。

●活用のポイントと知見
○  本報告書は、障害者の就労率、就業形態、職種、勤務時間、給与、賞与、働く理由等が年齢を重ねることでどのよう

に変化したかについて分析した結果を世代別・障害種類別に報告しています。

○  喫緊の政策課題である中高年期における障害の重度化が働き方等に与える影響について報告しています。

○  東日本大震災や新型コロナウイルス感染症拡大といった社会情勢の大きな変化が障害者の就業及び生活に与えた影響

についても報告しています。

○ 長期的な視点から障害者の雇用管理等の課題とその対策を検討する際の資料としてご活用いただけます。

パネル調査がとらえた障害のある人の職業人生
（調査結果のダイジェストを報告した冊子）
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https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai84.html



－事業主の取組が支える精神障害者雇用－

●研究の目的
精神障害者保健福祉手帳の判定基準は「精神疾患の状態」と「能力障害の状態」に基づいていますが、就労場面とは

異なる観点で判定されるため、職業生活における制限との関係は明確ではありません。

しかし、精神障害者の雇用促進と職業の安定を図るためには、精神障害のある従業員の就業状況と、手帳等級や主な

疾患等の様々な要素との関係を把握することは重要です。

そこで、手帳等級及び主な疾患と事業主の雇用管理上の配慮・措置の実施状況の関係について、事業主の取組、支援

機関との連携等の要因も考慮しつつ把握することを目的としました。

●活用のポイントと知見
○  企業調査、現場調査、当事者調査の3種類のアンケート調査を実施しており、それぞれの立場から見た精神障害のあ

る方への雇用管理上の配慮・措置の実施状況、有効性等を確認することができます。

○  また、現場の状況が分かる担当者に精神障害のある方の配慮・措置の実施状況を含む個別状況をお聞きし、手帳等級

や主な疾患、種々の就業状況との関連を統計的に検討しているため、配慮・措置実施の際の参考としてご活用いただ

けます。

○  本調査研究の内容を踏まえ、精神障害のある方に対する配慮・措置に取り組む際の留意点などをまとめたマニュアル

も、あわせてご活用ください。

調査研究報告書 №182

精神障害者の等級・疾患と就業状況との関連に関する調査研究

浅賀 英彦、渋谷 友紀、堂井 康宏、田中 規子、五十嵐 意和保、野澤 卓矢、織田 眞一（障害者職業総合センター）

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai85.html
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精神障害者保健福祉
手帳を所持する方の

就業の状況と

企業が取り組む職場
の配慮・措置

－「精神障害者の等
級・疾患と就業状況

との関連に関する調
査研究」の結果から

－






